
 皆様、本日はお忙しい中、ご参加いただき、誠にありがとうございます。

 本日は、2022年3月期第1四半期決算及び通期予想、セグメントの状況、当社グループの課題
に対する取り組み状況について説明いたします。

 まず、第1四半期決算について説明します。4ページをご覧ください。







 第1四半期連結決算の営業収益は、鉄道事業を始めとした各事業で新型コロナウイルス感染症
の影響が継続したものの、分譲マンション販売の増加や、各事業における需要の緩やかな回復
により、対前年で102億円の増収の720億円となりました。なお、昨年度の第1四半期には、昨
年5月に51％の持ち分を譲渡したJR九州ドラッグイレブンの営業収益124億円が含まれていま
す。

 営業利益は、前期に引き続きコスト削減に努めたことなどにより対前年で143億円改善したも
のの、新型コロナウイルス感染症の影響が継続したことで13億円の営業損失となりました。
EBITDAについては、対前年141億円増加し、50億円とプラスで着地しました。

 その結果、親会社株主に帰属する四半期純利益は、9億円となりました。

 次に、「2022年3月期通期業績予想」について説明します。7ページをご覧ください。







 通期業績予想及び配当予想については、新型コロナウイルス感染症の収束時期が依然として見
通せないものの、第１四半期までの状況や今後のワクチン接種の広がり等による需要の緩やか
な回復を考慮し、5月12日公表の予想から変更しておりません。

 引き続き今後の感染動向を注視しながら、鉄道事業を中心としたコスト構造改革を推進してま
いります。

 次に、セグメントの状況について説明します。12ページをご覧ください。











 九州では5月12日から福岡県で緊急事態宣言が発出されたほか、熊本県におけるまん延防止等
重点措置の実施や九州各県における営業時間短縮の要請がありました。

 その結果、鉄道事業では中長距離収入を中心に厳しい状況が続いたことに加え、鉄道事業と相
関性の高い駅ビル及び駅周辺の流通・外食店舗、ホテル事業において外出自粛の影響を受けま
した。

 一方で、足元では緊急事態宣言の解除などに伴い、各事業で需要の回復の兆しも見えてきてお
ります。

 今後、ワクチン接種の広がり等による需要の緩やかな回復が見込まれる中、お客さま・従業員
の安全の確保を最優先としながら、コスト構造改革だけでなく、需要の回復を取りこぼさない
増収施策を進めてまいります。

 次に、当社グループの課題に対する取り組み状況について説明します。20ページをご覧くださ
い。

















 当社グループでは、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による生活様式の変化に伴い、優先
的に対応すべき課題を「駅を中心としたビジネスモデルへの逆風」、「固定費割合の高い事業
へのダメージ」、そして「九州の持続的な発展」の３つに整理し、それぞれの課題に対する当
面の方向性を定め、取り組みを推進しております。

 今期の具体的な取り組み状況について説明します。次のページをご覧ください。



 コロナ禍で駅を中心としたビジネスモデルは大きな影響を受けましたが、中長期的な観点か
ら、拠点地域の戦略的まちづくりの推進を通じて、駅を中心としたまちの価値向上を図ること
で、人口減少が進む中でも九州の「雇用、定住人口、交流人口」を拡大させる方向性に変わり
はありません。

 熊本駅周辺開発では、地域の特性を活かしながら、商業、オフィス、マンション、ホテルの機
能を集積したまちを一体的に開発しました。開業後、「アミュプラザくまもと」には6月末ま
でに200万人を超えるお客さまが訪れ、開業前と比較して就業人口は4,500人増加、居住人口
は1,000人増加を見込んでいます。今後も、鉄道や市街地との連携の強化を進め、開業効果の
最大化を図ってまいります。

 こうした拠点地域の戦略的まちづくりについては、今後も積極的に推進していく考えであり、
長崎駅周辺開発、鹿児島中央駅西口開発といった成長投資を進めてまいります。

 次のページをご覧ください。



 鉄道の収入がコロナ禍前に戻らなくとも安定的に利益を確保することを目的として、前期よ
り、鉄道事業の業務運営プロセス及び業務運営体制を再構築するBPRに取り組んでおり、固定
費で毎年140億円以上の削減を目指しています。

 今期は、BPRによる固定費削減効果が一部実現すると見込んでいるものの、前期同様、緊急抑
制によるコスト削減がメインとなります。今期は、2020年3月期の鉄道の営業費用と比較し
て、140億円の削減を見込んでおり、第1四半期決算時点の削減額は36億円、目標に対する進
捗率は約26％となりました。

 引き続き、実現スピードや削減額を踏まえ作成したロードマップのもと、安全の確保を大前提
としながら、駅運営体制の見直しなど、鉄道事業のコスト構造改革を着実に進めてまいりま
す。

 次のページをご覧ください。



 コスト削減の取り組みにあわせて、鉄道事業の収支改善を可能な限り速やかに進めるため、他
輸送機関への競争力を考慮しながら、2021年4月に割引きっぷの平均8％の値上げを実施しま
した。あわせて、窓口販売割引きっぷの廃止を進めることで、ネットシフトを推進しました。

 今期はさらに、普通回数券の全廃や窓口販売割引きっぷの更なる廃止、特急料金回数券の5割
廃止に取り組んでおります。また、2022年4月より、在来線特急料金の値上げを実施するこ
とを決定しました。こうした取り組みによりネットシフトを加速することで、イールドマネジ
メントの強化を含めたトップラインの確保だけでなく、みどりの窓口縮小等の駅体制の効率化
を推進していきます。なお、今期の割引きっぷのネット販売比率は、新幹線で100%、在来線
の主要区間で60%以上を目標としています。

 次のページをご覧ください。



 ホテル事業の収支改善の取り組みについて説明します。

 今期は、「THE BLOSSOM KUMAMOTO」の開業や稼働率増に伴う販売手数料等の増があるも
のの、前期に実施したマルチタスクの推進、清掃等の委託業務の内製化、ＤＸの推進等を継続
し、2020年3月期と比較して営業費用の削減に取り組んでいます。

 また、今後のワクチン接種の広がり等に伴う宿泊需要の回復を取り込めるよう、シニア層を
ターゲットとした販売強化に加え、リベンジ消費や同伴係数向上を意識したプランの拡充な
ど、集客力向上に向けた取り組みも強化していきます。

 次のページをご覧ください。



 M&Aによる事業領域の拡大について説明します。この度、福岡を中心に人気の高い焼肉レス
トラン「ヌルボン」事業を、新設子会社で譲り受けることを決定しました。

 焼肉事業は目的来店型でコロナ禍においても集客力が高いことに加え、郊外を中心に店舗展開
していることから、これまでの「エキナカ・マチナカ」中心であった事業ポートフォリオの強
化に繋がると考えております。あわせて、「ヌルボン」の強みである高いサービス力、仕入
力、ブランド力を獲得し、当社グループのリソースを活用することで、外食事業の更なる成長
の加速を見込めると期待しております。

 なお、コロナ前における年間売上高は約20億円であり、本件による今期の当社連結業績への
影響は軽微です。

 今後もこうしたM&Aの実施や4月に設立した地域特化型ファンドを通じた機動的な投資によ
り、当社グループの事業ポートフォリオの強化や領域の拡大を図るともに、九州の持続的な発
展に向けた取り組みを推進してまいります。

 次のページをご覧ください。



 MaaSによる輸送サービスの連携強化について説明します。持続可能なモビリティサービスの構
築に向けて、MaaSの果たす役割は大きいと考えており、今期も他の交通事業者との連携を強化
していきます。具体的には西日本鉄道さまと、まちの賑わい創出と地域経済活性化を目的とし
た連携を行うほか、JR西日本さまと、システム連携などによるサービスの拡充を図ります。

 国土交通省の「日本版MaaS推進・支援事業」に選定された、宮崎におけるトヨタグループの
MaaSアプリ「my route」を使った実証実験では、コロナ影響による移動需要の減少により、
ダウンロード数、デジタルチケット販売数は目標に届きませんでした。一方、アンケート調査
の結果では、アプリサービスが外出のきっかけとなったと回答した人の割合は全体の約7割にの
ぼり、 交通サービスを活用した移動の増加に一定の効果を果たしたとの手応えを感じていま
す。今後もアフターコロナに向けて対象エリアやサービスの拡大を検討してまいります。

 以上で説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。




